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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材、ゴム弾性層、及び、テトラフルオロエチレン／パーフルオロアルキルビニルエー
テル共重合体（ＰＦＡ）を７０重量％以上含有するＰＦＡ層を有する定着ユニット用部材
の製造方法であって、
（Ｉ）外周面を有する基材の該外周面上にゴム弾性層を設けて成るゴムローラの外周面上
に、その融点が、前記ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡの融点以下であるフッ素樹脂を含有す
るプライマを塗布してプライマ層を形成するプライマ層形成工程と、
（ＩＩ）内径が前記プライマ層が形成されたゴムローラの外径以下である、ＰＦＡを７０
重量％以上含有するＰＦＡチューブを、前記プライマ層が形成されたゴムローラの外径を
超える内径に拡径して形成された熱収縮性チューブにより、該プライマ層が形成されたゴ
ムローラを被覆するゴムローラ被覆工程と、
（ＩＩＩ）ゴムローラを被覆した前記熱収縮性チューブを、該熱収縮性チューブに含有さ
れるＰＦＡの結晶化温度以上の温度に加熱することにより、該熱収縮性チューブを、熱収
縮させるとともに、前記プライマ層が形成されたゴムローラの外周面上に前記プライマ層
を介して融着させてＰＦＡ層を形成する、ＰＦＡ層形成工程と、及び
（ＩＶ）前記ＰＦＡ層を、該ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡの融点以上の温度に加熱して再
加熱を行う再加熱工程とを備え、
前記再加熱工程の後に、更に、前記ＰＦＡ層を２００℃／分以上の速度で冷却する急冷工
程を備える定着ユニット用部材の製造方法。
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【請求項２】
　前記ＰＦＡ層形成工程が、ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡの融点未満の温度に加熱するも
のである請求項１記載の定着ユニット用部材の製造方法。
【請求項３】
　前記ＰＦＡ層が、５０μｍ以下の厚みを有するものである請求項１または２記載の定着
ユニット用部材の製造方法。
【請求項４】
　前記ＰＦＡチューブが、３８０～４４０℃で押出成形されたものである請求項１乃至３
のいずれか１項に記載の定着ユニット用部材の製造方法。
【請求項５】
　前記ＰＦＡ層形成工程を、前記基材に金属製の中芯を装着して行う請求項１乃至４のい
ずれか１項に記載の定着ユニット用部材の製造方法。
【請求項６】
　前記再加熱工程を、前記金属製の中芯を装着せずに行う請求項５記載の定着ユニット用
部材の製造方法。
【請求項７】
　前記基材が、金属または耐熱性樹脂から成るものである請求項１乃至６のいずれか１項
に記載の定着ユニット用部材の製造方法。
【請求項８】
　前記ゴム弾性層が、シリコーンゴム及びフッ素ゴムから成る群より選ばれる少なくとも
１種の耐熱性ゴムと熱伝導性フィラーとを含有するゴム組成物から形成されたものである
請求項１乃至７のいずれか１項に記載の定着ユニット用部材の製造方法。
【請求項９】
　前記定着ユニット用部材が、定着ローラまたは定着ベルトである請求項１乃至８のいず
れか１項に記載の定着ユニット用部材の製造方法。
【請求項１０】
　前記定着ユニット用部材が、加圧ローラまたは加圧ベルトである請求項１乃至８のいず
れか１項に記載の定着ユニット用部材の製造方法。
【請求項１１】
　請求項１記載の定着ユニット用部材の製造方法により製造されることを特徴とする定着
ユニット用部材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機等のＯＡ機器の定着ユニットにおいて使用される定着ローラや定着ベ
ルト、加圧ローラや加圧ベルトなどに用いられる定着ユニット用部材の製造方法、及び、
定着ユニット用部材に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式の複写機、ファクシミリ、レーザービームプリンタなどの画像形成装置に
おいては、一般に、感光体ドラムを一様かつ均一に帯電する帯電工程；像露光を行って感
光体ドラム上に静電潜像を形成する露光工程；静電潜像にトナーを付着させてトナー像を
形成する現像工程；感光体ドラム上のトナー像を紙や合成樹脂シートなどの被転写材上に
転写する転写工程；被転写材上の未定着トナー像を定着させる定着工程；感光体ドラム上
の残留トナーを除去するクリーニング工程；などの各工程によって、画像が形成されてい
る。
【０００３】
　上記各工程では、例えば、帯電ローラ若しくはベルト、転写ローラ若しくはベルト、現
像ローラ若しくはベルト、定着ローラ若しくはベルト、加圧ローラ若しくはベルトなどの
如き各種ローラ部材またはベルト部材が用いられている。これらの部材には、それぞれの
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用途に適合した各種機能を有することが求められている。
【０００４】
　例えば、定着工程では、一般に、被転写材上の未定着トナー像を加熱・加圧することに
よって、被転写材上に定着させている。従来の加熱・加圧方式の定着ユニット（定着部）
では、円筒状の定着ローラと加圧ローラとが対向して配置されており、両ローラ間に未定
着のトナー像を載せた被転写材を通過させ、未定着トナー像を加熱・加圧して被転写材上
に定着させている。定着ローラは、その内部に電熱ヒータなどの加熱手段を内蔵しており
、それによって、定着ローラ表面の温度を制御している。しかし、定着ローラは、内蔵す
る加熱手段によって表面温度を定着温度にまで上昇させるのに時間がかかり、電源投入か
ら運転可能となるまでの待ち時間が長いという欠点を有している。
【０００５】
　これに対して、近年、加熱手段を、回転可能に支持した薄い定着ベルトを介して、加圧
ローラと対向させる定着ユニットが開発されている。定着ベルトと加圧ローラとの間を未
定着のトナー像を載せた被転写材を通過させると、薄い定着ベルトを介して、加熱手段に
よる熱が実質的に直接未定着トナー像に加わるため、電源投入後、極めて僅かの待ち時間
を必要とするだけで定着トナー像を形成することができる。
【０００６】
　また、近年、画像形成装置において、印字（印刷、複写）の高速化、画像のフルカラー
化、及び省エネルギー化の要求が高まっている。印字の高速化を図るには、定着ユニット
の加熱効率を高めて、高速で未定着トナー像を被転写材上に定着させることが必要である
。
【０００７】
　フルカラー画像の形成では、現像工程において、シアン、マゼンタ、イエロー、ブラッ
クなどの各色のカラートナーを用いて順次現像を行い、転写工程において、各色のカラー
トナー像を順次積み重ねるように被転写材上に転写する。定着工程では、単色のトナー像
に比べて厚みの大きな未定着トナー像を加熱加圧し、シャープに溶融させて、被転写材上
に定着させる必要がある。そのために、定着ユニットの加熱効率を高めることが必要であ
る。
【０００８】
　画像形成装置では、定着ユニットでのエネルギー消費が大きい。そこで、省エネルギー
化を図るには、定着ユニットでの加熱に必要な電力を節減したり、定着時の加熱効率を向
上させたりする方法を採用することが望ましい。定着ユニットでの加熱効率を高めること
ができれば、電力の節減にもつながることになる。
【０００９】
　これら画像形成装置における各種部材の中でも、定着工程に配置される定着ユニットの
定着ローラ若しくは定着ベルト、または、加圧ローラ若しくは加圧ベルトには、（１）表
面のトナー離型性に優れており、被転写材上の未定着トナーが付着しないこと、（２）熱
伝導性に優れており、未定着トナー像を被転写材上に効率よく定着できること、（３）耐
久性に優れており、長期間にわたって安定した機能を発揮できることが求められている。
本発明においては、定着ローラ、定着ベルト、加圧ローラ、及び、加圧ベルトを総称して
、「定着ユニット用部材」という。なお、定着ベルトは、エンドレスベルト状またはスリ
ーブ状にして使用されることがあり、例えば、定着スリーブとして、定着ユニットに組み
込まれることがある。
【００１０】
　これらの要請から、定着ユニット用部材として、基材及びゴム弾性層から成るゴムロー
ラの表面に、トナー離型性、耐熱性、耐久性に優れた材料として、フッ素樹脂層を形成し
たものが用いられている。
【００１１】
　フッ素樹脂層を形成するフッ素樹脂としては、テトラフルオロエチレン／ヘキサフルオ
ロプロピレン共重合体（ＦＥＰ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、エチレン
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／テトラフルオロエチレン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリクロロトリフルオロエチレン（Ｐ
ＣＴＦＥ）、エチレン／クロロトリフルオロエチレン共重合体（ＥＣＴＦＥ）、ポリフッ
化ビニリデン（ＰＶＤＦ）等の種々のフッ素樹脂を１種または複数種の組み合わせ等が用
いられているが、テトラフルオロエチレン／パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合
体（ＰＦＡ）が好ましく用いられている。
【００１２】
　ＰＦＡは、耐熱性、溶融流動性、押出成形性があり、かつ、トナー離型性、表面平滑性
などの点でも優れたフッ素樹脂層を得ることができる。また、ＰＦＡの融点は、通例２８
０～３２０℃程度であり、同じくフッ素樹脂であるＰＴＦＥよりも融点が低いので、ＰＦ
Ａは、ＰＴＦＥより低温の条件でゴムローラとの積層処理を行うことができるため、ゴム
弾性層を劣化させるおそれがない。
【００１３】
　表面にフッ素樹脂層を有する定着ユニット部材の製造方法としては、例えば、金型の内
面に液状フッ素樹脂塗料を塗布・焼成して、金型内面にフッ素樹脂からなる筒状の硬化膜
を形成させた後、金型の軸心にローラ芯金を挿入すると共に、硬化膜と芯金との間に液状
ゴムを注入し、ゴムの熱加硫を行うことによりフッ素樹脂層を有する定着ローラを製造す
る方法や、金属製芯金上にゴム弾性層等を形成したローラの表面に液状フッ素樹脂塗料を
塗布・焼成することによりフッ素樹脂層を形成する方法等が挙げられる。
【００１４】
　しかしながら、これらの金型を用いる方法では、金型から定着ローラを脱型する際に、
フッ素樹脂層の一部が剥がれたり、フッ素樹脂層にしわが発生することがある。金型を用
いると製造コストも高くなるという問題もある。また、液状フッ素樹脂の塗布方法では、
フッ素樹脂の焼成温度がゴム弾性層の耐熱温度より高いため、ゴム弾性層が劣化すること
がある。
【００１５】
　特開昭６４－１５３４号公報（特許文献１）では、予めプライマ処理した円柱状物品に
、熱流動性フッ素樹脂製熱収縮性チューブを収縮固定した後、フッ素樹脂の融点以上の温
度で加熱融着させることが提案されているが、融着温度が３３０～４００℃であるため、
ゴム弾性層が劣化するおそれがある。
【００１６】
　このほかにも、特公昭４７－２０７４７号公報（特許文献２）など、熱収縮性を有する
フッ素樹脂製チューブを加熱収縮させてゴムローラに固定することにより定着ローラを製
造する方法が知られているが、熱収縮性を有するフッ素樹脂製チューブの内面処理が必要
であるなど製造工程が煩雑であるうえ、接着力が不安定で、接着の耐久性が低いという欠
点があった。
【００１７】
　また、国際公開第２００８／１２６９１５号（特許文献３）には、基材上に、順に、弾
性層、表層を形成する定着ローラまたは定着ベルトの製造方法として、前記弾性層の外周
面上に、ＰＦＡを含有する接着剤を塗布し、接着剤が塗布された弾性層を、弾性層の外周
径より内周径が若干大きい熱収縮性を有するＰＦＡチューブに挿入した後、ＰＦＡチュー
ブ及び接着剤のＰＦＡの融点以上に加熱してＰＦＡチューブを、３～２０％熱収縮させる
と共に、弾性層の外周面とＰＦＡチューブの内周面とを、ＰＦＡを含有する接着剤によっ
て接着し、弾性層上に表層としてＰＦＡ層を形成することが記載されている。
【００１８】
　更に、特開２００４－２７６２９０号公報（特許文献４）には、ローラ基材（ゴムロー
ラに相当する。）の外径より小さな内径を有するフッ素樹脂チューブの内周面及び／また
はローラ基材の外周面上に低粘度の接着剤を塗布し、次いで、フッ素樹脂チューブの一端
でその径を拡げながらローラ基材を被覆し、この被覆時に接着剤を潤滑剤として利用する
フッ素樹脂被覆ローラの製造方法が記載されている。この方法は、ローラ基材の外径より
小さな内径を有するフッ素樹脂チューブを拡径させて被覆するため、チューブにしわが生
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じることがない上に、フッ素樹脂チューブとローラ基材とを確実に密着させることができ
ることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１９】
【特許文献１】特開昭６４－１５３４号公報
【特許文献２】特公昭４７－２０７４７号公報
【特許文献３】国際公開第２００８／１２６９１５号
【特許文献４】特開２００４－２７６２９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　熱収縮性ＰＦＡチューブをゴムローラの上に被せ、加熱して収縮させる場合、拡径処理
する前のＰＦＡチューブの内径が弾性体層の外径より大きい場合は、収縮時のＰＦＡチュ
ーブの押圧力がほとんどないため、収縮後、ＰＦＡチューブとゴムローラとの間に空気が
残留し、気泡が生じやすい。気泡が存在すると、ローラやベルトの気泡がある部分の熱伝
導率が低下するために、定着不良が生じたり、気泡がある部分を起点としてローラやベル
トの層間剥離が生じたりすることがあった。
【００２１】
　熱収縮性ＰＦＡチューブとして、拡径処理する前のＰＦＡチューブの内径が、ゴムロー
ラの外径以下であるものを用いれば、熱収縮性ＰＦＡチューブを加熱して収縮させると、
ＰＦＡチューブからのゴムローラに対する押圧力で気泡が押し出され、気泡が生じ難い。
しかし、熱収縮性ＰＦＡチューブは、拡径処理する前のＰＦＡチューブの内径までは縮径
しておらず、しかも、熱収縮性ＰＦＡチューブの内部応力が完全に除去されていないため
に、ローラやベルトを使用しているときに、軸方向の割れが発生する場合があった。
【００２２】
　すなわち、ＰＦＡチューブは、通常押出成形によって製造されるが、溶融したＰＦＡ樹
脂の流れによって、また、ＰＦＡ樹脂が、押出成形機の中の異物除去用のメッシュやブレ
ーカープレートを通るときの局所的な温度バラツキによる組成の変化などによって、ＰＦ
Ａ樹脂に流れ方向の配向が生じる。また、熱収縮性チューブを製造するために拡径するこ
とにより、径方向に内部応力が蓄積されている。熱収縮性チューブとして、拡径処理する
前のＰＦＡチューブの内径が、ゴムローラの外径以下であるものを用いると、加熱収縮時
の温度範囲では、熱収縮性チューブの内部応力が十分に解放されずに残存しているため、
定着ユニット用部材の使用に伴う加熱や屈曲により樹脂が配向した方向に応力が集中して
、軸方向の割れが発生することがある。特に、定着ベルトを、定着スリーブとして使用す
るときには、該定着スリーブ（定着ベルト）と該定着スリーブの加熱ヒータやガイド部材
との間の摩擦抵抗を小さく抑えるために、フッ素樹脂等の潤滑グリースが塗布されるが、
該潤滑グリースが定着スリーブの内面に付着、浸透して、定着スリーブにクラックを生じ
ることがある。
【００２３】
　本発明は、このローラやベルトの軸方向の割れを防止する定着ユニット用部材の製造方
法を提供することを課題とするものである。
【００２４】
　本発明は、基材、ゴム弾性層及びＰＦＡ層を有する定着ユニット用部材の製造方法にお
いて、基材の外周面上にゴム弾性層を設けて成るゴムローラを、ゴムローラの外径以下の
内径を有するＰＦＡチューブを該ゴムローラの外径を超える内径に拡径して得られた熱収
縮性チューブで被覆し、該熱収縮性チューブを熱収縮させて、該ゴムローラ外周面上にＰ
ＦＡ層を形成することによって、該ゴムローラとＰＦＡ層との間に気泡が残留し難い定着
ユニット用部材を得る際の課題を解決するものである。すなわち、本発明は、従来の定着
ユニット用部材において、ゴムローラ外周面上に形成されたＰＦＡ層の残留応力が十分に
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除去されていない結果、長期間使用時、定着ユニット用部材に軸方向の割れが生じてしま
うことを効果的に防止することができる、定着ユニット用部材の製造方法を提供すること
を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００２５】
　本発明者らは、前記課題を解決するために鋭意研究する中で、ＰＦＡチューブを拡径し
た熱収縮性チューブを加熱して収縮させ、ゴムローラと融着一体化させてゴムローラの外
周面上にＰＦＡチューブによるＰＦＡ層を形成した後に、該ＰＦＡチューブに含有される
ＰＦＡの融点以上の温度に加熱して再加熱を行うことで、熱収縮後のＰＦＡチューブから
形成されたＰＦＡ層の内部応力を解放し、除去することにより、ローラやベルトの軸方向
の割れを防止することを想到した。
【００２６】
　かくして、本発明によれば、基材、ゴム弾性層、及び、テトラフルオロエチレン／パー
フルオロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）を７０重量％以上含有するＰＦＡ層
を有する定着ユニット用部材の製造方法であって、
（Ｉ）外周面を有する基材の該外周面上にゴム弾性層を設けて成るゴムローラの外周面上
に、その融点が、前記ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡの融点以下であるフッ素樹脂を含有す
るプライマを塗布してプライマ層を形成するプライマ層形成工程と、（ＩＩ）内径が前記
プライマ層が形成されたゴムローラの外径以下である、ＰＦＡを７０重量％以上含有する
ＰＦＡチューブを、前記プライマ層が形成されたゴムローラの外径を超える内径に拡径し
て形成された熱収縮性チューブにより、該プライマ層が形成されたゴムローラを被覆する
ゴムローラ被覆工程と、（ＩＩＩ）ゴムローラを被覆した前記熱収縮性チューブを該熱収
縮性チューブに含有されるＰＦＡの結晶化温度以上の温度に加熱することにより、該熱収
縮性チューブを、熱収縮させるとともに、前記プライマ層が形成されたゴムローラの外周
面上に前記プライマ層を介して融着させてＰＦＡ層を形成する、ＰＦＡ層形成工程と、及
び（ＩＶ）前記ＰＦＡ層を、該ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡの融点以上の温度に加熱して
再加熱を行う再加熱工程とを備え、前記再加熱工程の後に、更に、前記ＰＦＡ層を２００
℃／分以上の速度で冷却する急冷工程を備える定着ユニット用部材の製造方法が提供され
る。
【００２７】
　また、本発明によれば、前記ＰＦＡ層形成工程が、ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡの融点
未満の温度に加熱するものである前記の製造方法が提供される。
【００２９】
　本発明によれば、前記ＰＦＡ層が、５０μｍ以下の厚みを有するものである前記の製造
方法が提供される。
【００３０】
　また、本発明によれば、前記ＰＦＡチューブが、３８０～４４０℃で押出成形されたも
のである、前記の製造方法が提供される。
【００３１】
　更に、本発明によれば、前記ＰＦＡ層形成工程を、前記基材に金属製の中芯を装着して
行う前記の製造方法が提供される。
【００３２】
　また、本発明によれば、前記再加熱工程を、前記金属製の中芯を装着せずに行う前記の
製造方法が提供される。
【００３３】
　更にまた、本発明によれば、前記基材が、金属または耐熱性樹脂から成るものである前
記の製造方法が提供される。
【００３４】
　また、本発明によれば、前記ゴム弾性層が、シリコーンゴム及びフッ素ゴムから成る群
より選ばれる少なくとも１種の耐熱性ゴムと熱伝導性フィラーとを含有するゴム組成物か
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ら形成されたものである前記の製造方法が提供される。
【００３５】
　そしてまた、本発明によれば、前記定着ユニット用部材が、定着ローラ若しくは定着ベ
ルトまたは加圧ローラ若しくは加圧ベルトである、前記の製造方法が提供される。
【００３６】
　そして更に、本発明によれば、これらの定着ユニット用部材の製造方法により製造され
ることを特徴とする定着ユニット用部材が提供される。
【発明の効果】
【００３７】
　本発明によれば、外周面を有する基材上に、ゴム弾性層及びＰＦＡ層を形成する定着ユ
ニット用部材の製造方法であって、ゴムローラの外径以上の径に拡径した熱収縮性を有す
るＰＦＡチューブを、ＰＦＡの結晶化温度以上の温度に加熱して収縮させるとともに、プ
ライマ層を介してゴム弾性層と融着一体化させた後に、ＰＦＡチューブの融点以上の温度
に加熱して再加熱を行っているので、ゴム弾性層とＰＦＡ層との間に気泡が生じ難く、し
かも、ＰＦＡ層の内部応力を解放しているので、長期間にわたって、強度を保持し、表層
の層間剥離を生じることがなく、ローラやベルトの表層であるＰＦＡ層の軸方向の割れが
防止された定着ユニット用部材を製造することができる。
【００３８】
　また、本発明によれば、前記再加熱の後に、ＰＦＡ層を急冷する急冷工程を備えること
によって、表面が平滑で高硬度である定着ユニット用部材を製造することができる。
【００３９】
　更に、本発明によれば、気泡が生じ難く、長期間にわたって、強度を保持し、表層の層
間剥離を生じることがなく、ローラやベルトの表層であるＰＦＡ層の軸方向の割れが防止
された定着ユニット用部材を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】本発明による定着ローラの断面図である。
【図２】定着ベルトと加圧ベルトを用いた定着ユニットの断面図である。
【図３】定着ベルトと加圧ローラを用いた定着ユニットの断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
　以下、主として、定着ローラを具体例として説明するが、定着ベルト、加圧ローラ及び
加圧ベルトにおいても同様である。
【００４２】
　図１は、本発明の製造方法により製造された定着ローラを示す断面概念図である。図１
において、１は定着ローラ、２は基材、３はゴム弾性層、４はフッ素樹脂を含有するプラ
イマから成る層、５はＰＦＡ層である。加圧ローラにおいても、同様な断面構造となる。
また、定着ベルトまたは加圧ベルトにおいては、同様な順序の積層構造となる。
【００４３】
１．基材
　本発明の外周面を有する基材として、円筒状または円柱状の成形体、及びエンドレスベ
ルト（シームレスベルトともいう）型の金属チューブまたは耐熱性樹脂チューブなどから
選択して使用することができる。
【００４４】
　円筒状または円柱状の成形体は、一般に、熱伝導性の良好なアルミニウム、アルミニウ
ム合金、鉄、ステンレスなどの金属；アルミナ、炭化ケイ素などのセラミックス；などか
ら形成された円筒状または円柱状の成形体である。円筒状または円柱状の成形体は、両端
に軸受け部を有するシャフト形状であってもよい。
【００４５】
　金属チューブまたは耐熱性樹脂チューブなどのチューブ状の基材は、金属または耐熱性
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樹脂から形成されたチューブであり、一般に、エンドレスベルト型の成形体である。金属
チューブの材質としては、例えば、鉄、ニッケル、これらの合金、ステンレスなどが挙げ
られる。
【００４６】
　定着ベルトの加熱に電磁誘導加熱方式を採用する場合は、金属チューブの材質として、
鉄、ニッケル、これらの合金、フェライト系ステンレスなどが好ましい。また、定着ベル
トのように、ベルト部材全体を効率よく加熱する必要がある場合には、金属チューブとし
て、熱容量が小さく、電磁誘導加熱により更にヒートアップが早いニッケルベルトやステ
ンレスベルトを用いることが好ましい。
【００４７】
　耐熱性樹脂チューブの材質としては、熱容量が小さく、使用時にヒーターの加熱により
急速に昇温するものが好ましく、一般に、融点、熱変形温度、熱分解温度などの指標とな
る耐熱温度が２５０℃以上の耐熱性樹脂が使用される。
【００４８】
　耐熱性樹脂の具体例としては、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルエーテル
ケトン、ポリフェニレンスルフィド、ポリベンズイミダゾールなどが挙げられる。これら
の中でも、耐熱性と耐久性の観点から、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリベンズイミ
ダゾールが好ましく、ポリイミドがより好ましく、熱硬化型ポリイミドが特に好ましい。
【００４９】
　基材の厚み、径、長さ及び幅などは、定着用ユニット部材の用途に応じて適宜選択され
る。例えば、定着用ベルトまたはローラにおいては、基材の長さ及び幅は、被転写材の幅
に応じて定められる。基材の直径は、定着用ユニット部材の用途や画像形成装置の機種な
どによって適宜定めることができるが、定着用ベルトまたはローラの場合、通常１０～１
５０ｍｍφ、好ましくは１３～１００ｍｍφ、より好ましくは１５～４０ｍｍφの範囲か
ら選ばれることが多い。
【００５０】
　基材の厚みは、定着ローラの場合、例えば基材にはアルミニウムや鉄が使用されるとき
は、厚みは３０μｍ～３ｍｍ、好ましくは４０μｍ～２ｍｍ、より好ましくは５０μｍ～
１．５ｍｍである。定着ベルトの場合、例えば基材にステンレスやポリイミド樹脂などが
使用され、その厚みは１０～１００μｍであり、代表値としては、ステンレスのときは３
０μｍ程度、ポリイミド樹脂のときは５０μｍ程度である。
【００５１】
　基材の形状は、長さ方向に径が均一なもの以外に、クラウン状、逆クラウン状、テーパ
ー状などであってもよい。
【００５２】
　耐熱性樹脂チューブを使用する場合、必要に応じて、無機フィラーを含有させることが
できる。無機フィラーとしては、例えば、シリカ、アルミナ、炭化ケイ素、炭化ホウ素、
チタンカーバイド、タングステンカーバイド、窒化ケイ素、窒化ホウ素、窒化アルミニウ
ム、マイカ、チタン酸カリウム、チタン酸バリウム、炭酸カルシウム、酸化マグネシウム
、酸化ジルコニウム、タルクが挙げられる。これらの中でも、高熱伝導率を有する点で、
アルミナ、炭化ケイ素、炭化ホウ素、及び窒化ホウ素が好ましい。無機フィラーの含有量
は、耐熱性樹脂チューブを形成する組成物全量基準で、通常５～４０重量％、好ましくは
１０～３０重量％、より好ましくは１５～２５重量％である。
【００５３】
２．ゴム弾性層
　ゴム弾性層が、基材の上に形成される。基材の外周面上にゴム弾性層を設けて成るもの
をゴムローラという。ゴム弾性層の材質としては、耐熱性ゴムが好ましい。耐熱性ゴムと
は、ゴム弾性層を配置した定着ベルトを定着ユニットに配置した場合、定着温度での連続
使用に耐える耐熱性を有するものである。
【００５４】
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　耐熱性ゴムとしては、耐熱性が特に優れている点で、ミラブルまたは液状のシリコーン
ゴム、フッ素ゴム、またはこれらの混合物が好ましい。具体的には、ジメチルシリコーン
ゴム、フルオロシリコーンゴム、メチルフェニルシリコーンゴム、ビニルシリコーンゴム
などのシリコーンゴム；フッ化ビニリデンゴム、テトラフルオロエチレン－プロピレンゴ
ム、テトラフルオロエチレン／パーフルオロメチルビニルエーテルゴム、ホスファゼン系
フッ素ゴム、フルオロポリエーテルなどのフッ素ゴム；などが挙げられる。これらのゴム
は、それぞれ単独で、または２種以上を組み合わせて使用することができる。シリコーン
ゴムとフッ素ゴムとをブレンドして用いてもよい。
【００５５】
　これらの中でも、液状のシリコーンゴム及びフッ素ゴムは、熱伝導性フィラーを高充填
して、熱伝導率が高いゴム弾性層を形成することが容易であるため、好ましい。液状シリ
コーンゴムとしては、縮合型液状シリコーンゴム及び付加型液状シリコーンゴムがある。
これらの中でも、付加型液状シリコーンゴムが好ましい。
【００５６】
　付加型液状シリコーンゴムは、ビニル基を有するポリシロキサンとＳｉ－Ｈ結合を持つ
ポリシロキサンとを、白金触媒を用いて付加反応させることにより、シロキサン鎖を架橋
させる機構を用いたものである。白金触媒の種類や量を変えたり、反応抑制剤（遅延剤）
を使用したりすることにより、硬化速度を自由に変えることができる。２成分型で室温で
硬化が速く進行するものが室温硬化型であり、白金触媒量を調整したり、反応抑制剤を使
用したりして、１００～２００℃の温度で加熱硬化させるようにしたものが加熱硬化型で
ある。さらに反応抑制剤の抑制作用を強くして、１成分に混合しておいても低温で保管し
ている限り液状を保っており、使用時に加熱して硬化させるとゴム状になるものが１成分
加熱型（以下、「１成分付加型液状シリコーンゴム」という）である。これらの付加型液
状シリコーンゴムの中でも、熱伝導性フィラーとの混合作業やゴム弾性層形成作業の容易
さ、層間接着性などの観点から、１成分付加型液状シリコーンゴムが好ましく、市販品と
して、東レ・ダウコーニング株式会社製、商品名ＳＥ６９２０が例示される。
【００５７】
　ゴム弾性層には、熱伝導性フィラーを含有させて熱伝導率を高めることができる。定着
ベルトまたは定着ローラの場合、ゴム弾性層の熱伝導率を、通常０．６～４．０Ｗ／（ｍ
・Ｋ）、好ましくは０．９～３．０Ｗ／（ｍ・Ｋ）、より好ましくは１．０～２．５Ｗ／
（ｍ・Ｋ）の範囲とする。特に高熱伝導率のゴム弾性層が必要とされる場合には、ゴム弾
性層の熱伝導率を、好ましくは１．１Ｗ／（ｍ・Ｋ）以上、より好ましくは１．２Ｗ／（
ｍ・Ｋ）以上とすることが望ましい。ゴム弾性層の熱伝導率が低すぎると、定着用ローラ
または定着用ベルトの加熱効率が低下し、高速印字やフルカラー印字における定着性を十
分に向上させることが困難になる。ゴム弾性層の熱伝導率が高すぎると、熱伝導性フィラ
ーの配合割合が高くなりすぎて、ゴム弾性層の機械的強度や弾力性が低下するおそれがあ
る。
【００５８】
　熱伝導性フィラーとしては、例えば、炭化ケイ素（ＳｉＣ）、ボロンナイトライド（Ｂ
Ｎ）、アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、チタン酸カリウム、マイ
カ、シリカ、酸化チタン、タルク、炭酸カルシウムなどの電気絶縁性の無機フィラーが挙
げられる。これらの熱伝導性フィラーは、それぞれ単独で、または２種以上を組み合わせ
て使用することができる。これらの中でも、炭化ケイ素、ボロンナイトライド、アルミナ
、窒化アルミニウムが好ましい。
【００５９】
　熱伝導性フィラーの平均粒子径は、通常０．５～１５μｍ、好ましくは１～１０μｍで
ある。平均粒子径は、レーザ回折式粒度分布測定装置（株式会社島津製作所製、レーザ回
折式粒度分布測定装置ＳＡＬＤ－３０００）を用いて測定することができる。熱伝導性フ
ィラーの平均粒子径が小さすぎると、熱伝導性の向上効果が不十分となりやすい。熱伝導
性フィラーの平均粒子径が大きすぎると、ゴム弾性層の表面に凹凸が生じて、その上のＰ
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ＦＡ層の表面平滑性が低下することがある。
【００６０】
　熱伝導性フィラーの配合割合は、ゴム弾性層を形成する組成物全量基準で、通常５～６
０重量％、好ましくは１０～５０重量％、より好ましくは１５～４５重量％である。熱伝
導性フィラーの配合量が少なすぎると、ゴム弾性層の熱伝導率を十分に高くすることが困
難になる。熱伝導性フィラーの配合量が多すぎると、ゴム弾性層の機械的強度や弾力性が
低下傾向を示す。
【００６１】
　熱伝導性フィラーを含有するゴム弾性層を形成する組成物は、ゴム材料に熱伝導性フィ
ラーを配合して調製してもよいが、必要に応じて、市販品を用いてもよい。このような市
販品としては、炭化ケイ素（ＳｉＣ）などの熱伝導性フィラーを含有する１成分付加型液
状シリコーンゴム（信越化学工業株式会社製、Ｘ３２－２０２０）が例示される。
【００６２】
　ゴム弾性層の厚みは、定着ユニット用部材の用途や形状（ベルトまたはローラ）などに
応じて適宜定めることができるが、通常、１０μｍ～７ｍｍ以下、好ましくは５０μｍ～
３ｍｍである。定着ユニット用部材が、円筒状または円柱状の成形体を基材とするローラ
である場合には、基材が硬いため、ゴム弾性層の厚みは、好ましくは５０μｍ～５ｍｍ、
好ましくは１５０μｍ～４ｍｍ、特に好ましくは３００μｍ～３ｍｍである。定着ユニッ
ト用部材が、金属チューブまたは耐熱性樹脂チューブを基材とするベルトである場合には
、基材自体の弾力を考慮すると、ゴム弾性層の厚みは、好ましくは１０μｍ～１．５ｍｍ
、より好ましくは５０μｍ～１ｍｍ、特に好ましくは１００～８００μｍであり、多くの
場合、２００～３５０μｍで満足できる結果が得られる。
【００６３】
　定着用ローラまたは定着用ベルトの場合、弾力性を付与するために、ゴム弾性層の硬度
は、低いことが望ましい。ゴム弾性層の硬度は、ＪＩＳ Ｋ　６３０１に規定するスプリ
ング式固さ試験Ａ形により測定した硬度（以下、「ＪＩＳ－Ａ硬度」という）により測定
することができる。ＪＩＳ－Ａ硬度は、好ましくは１００未満、より好ましくは１０～５
０、さらに好ましくは１０～４０、特に好ましくは１０～３０である。
【００６４】
　ゴム弾性層の厚みが薄すぎたり硬度が高すぎたりすると、定着用ベルトまたはローラが
未定着トナーを包み込むようにして溶融することができなくなり、定着性が低下する。特
に、カラートナーを用いた場合に、定着不良を起こしやすくなる。ゴム弾性層の厚みが厚
すぎたり、硬度が低すぎたりすると、耐久性に問題が生じるおそれがある。
【００６５】
３．ゴムローラの形成
　基材の外周面上にゴム弾性層を設けてゴムローラを形成する方法としては、金型を用い
たプレス加硫法；ディスペンサーにより液状ゴムを基材上に供給して塗布層を形成し、加
硫する方法；などが好ましい。基材が金属チューブまたは耐熱性樹脂チューブの場合、プ
レス加硫法を採用するには、金属チューブまたは耐熱性樹脂チューブを円筒状または円柱
状の支持体を挿入してからプレス加硫を行うことが好ましい。なお、図示しないが、基材
上に、ゴム弾性層用接着剤やプライマを薄膜状に塗布してもよい。また、基材とゴム弾性
層用接着剤層との間の接着力を向上させるために、基材の外周面上に極く薄い酸化ケイ素
層を形成した後、該酸化ケイ素層の外周面上にゴム弾性層用接着剤やプライマを塗布して
もよい。金型を用いたプレス加硫法を採用する場合は、例えば、円筒状金型内の軸心位置
に基材を配置し、該円筒状金型内面と基材の外周面との間の空隙にゴム材料を注入した後
、加熱加硫してゴム弾性層を形成することができる。なお、ゴム弾性層の加硫は、熱収縮
性チューブを被覆してから行うこともできる。
【００６６】
　ディスペンサー法を採用する場合には、（１）基材を回転させながら、基材の表面に、
先端に液吐出口を有する供給部を備えたディスペンサーにより液状ゴムを連続的に供給し
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、その際、ディスペンサーの供給部を基材の回転軸方向に沿って連続的に移動させること
により、液吐出口から供給した液状ゴムを基材の表面に螺旋状に巻回して液状ゴムの塗布
層を形成する工程、及び（２）塗布した液状ゴムを硬化（加硫）して、基材上にゴム弾性
層を形成する工程の各工程により、基材上にゴム弾性層を形成する。液状ゴムの２５℃で
測定した粘度は、通常１～１，５００Ｐａ・ｓ、好ましくは５～１，０００Ｐａ・ｓであ
る。液状ゴムには、先に述べたとおり、熱伝導性フィラーを含有させることができる。
【００６７】
４．プライマ層形成工程
　プライマ層は、外周面を有する基材の該外周面上にゴム弾性層を設けて成るゴムローラ
と、熱収縮性チューブから形成されて成るＰＦＡ層との間の接着力を高めるために、ゴム
ローラの外周面上に、その融点が、ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡの融点より低いフッ素樹
脂（以下、「低融点フッ素樹脂」ということがある。）を含有するプライマを塗布するこ
とにより形成される。低融点フッ素樹脂としては、ＰＦＡのみならず、ＦＥＰなども使用
することができる。
【００６８】
　低融点フッ素樹脂を含有するプライマを塗布する方法は、厚さ１～５μｍ、好ましくは
２～４μｍ程度のプライマ層を形成することができれば特に限定されず、例えば、低融点
フッ素樹脂を分散媒体に分散させた分散液を用いて、ディップ法、スピン法、スプレイ法
、ロールコート法等による方法が挙げられる。プライマを塗布した後は、乾燥してゴムロ
ーラ上に、プライマ層を形成する。乾燥は、室温で低融点フッ素樹脂の分散媒体を揮散さ
せた後、ゆっくり温度を上げ、気泡が入らないように加熱乾燥するのがよい。なお、プラ
イマ層の厚みは、ゴムローラの外径に比べて極めて小さいので、プライマ層が形成された
ゴムローラの外径は、ゴムローラの外径と実質的に同じとみなすことができるので、以下
、「プライマ層が形成されたゴムローラの外径」を、単に、「ゴムローラの外径」という
ことがある。
【００６９】
　低融点フッ素樹脂を含有するプライマとして、ＰＦＡの含有量が２０～３０重量％であ
るＰＦＡの水性分散液（ＰＦＡの微粒子を水に分散させたもの）を使用すると、スプレー
の状態で使用できるので、薄膜形成に適している。一例として、三井・デュポンフロロケ
ミカル株式会社製：ＰＲ－９９０ＣＬを挙げることができる。この材料に含まれるＰＦＡ
の融点は、２９０℃である。
【００７０】
　本発明においては、表層のＰＦＡ層を形成する材料として、ＰＦＡチューブを拡径した
熱収縮性チューブを用い、ＰＦＡ層とゴムローラのゴム弾性層とを、低融点フッ素樹脂を
含有するプライマを介して接着させる。その際に、熱可塑性チューブに含有されるＰＦＡ
の結晶化温度以上の温度で加熱することにより、表層のＰＦＡ層となる熱収縮性チューブ
が、プライマ中の低融点フッ素樹脂に融着し、表層とプライマとの間に強固な接着力が得
られる。この結果、従来必要であったＰＦＡチューブの内周面の処理(プラズマ処理、化
学エッチング処理など)が不要となる。さらに、該内周面の処理のために内面処理治具を
ＰＦＡチューブ内に挿入しなくても済むため、内径の小さなＰＦＡチューブを使用するこ
とができ、小径の定着ローラを得ることができる。また、加熱時間が短時間でよいため、
ゴム弾性層の劣化を抑制することができる。
【００７１】
５．ＰＦＡ層
　本発明の定着ユニット用部材は、表面にＰＦＡを７０重量％以上含有するＰＦＡ層を有
する。表面の層を、フッ素樹脂であるＰＦＡ層とすることにより、耐熱性、溶融流動性、
押出成形性があり、かつ、トナー離型性、表面平滑性などの点でも優れたフッ素樹脂層を
得ることができる。ＰＦＡの融点は、パーフルオロアルキルビニルエーテルの種類やテト
ラフルオロエチレンとの共重合比率などによって調整することができるが、通常は２８０
～３２０℃程度の範囲である。ＰＦＡは、同じくフッ素樹脂であるＰＴＦＥ（ポリテトラ
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フルオロエチレン）よりも融点が低いため、ＰＴＦＥより低温の条件で、ゴム弾性層との
積層処理を行うことができるので、ゴム弾性層を劣化させるおそれがない。
【００７２】
　ＰＦＡ層は、フッ素樹脂として、ＰＦＡを７０重量％以上含有するフッ素樹脂層であり
、ＰＦＡを、好ましくは８０重量％以上、より好ましくは９０重量％以上含有することが
できる。フッ素樹脂のすべてがＰＦＡであってもよい。ＰＦＡ層は、ＰＦＡ以外のフッ素
樹脂として、ＦＥＰ、ＰＴＦＥ、ＥＴＦＥ、ＰＣＴＦＥ、ＥＣＴＦＥ、ＰＶＤＦ等、従来
定着ユニット用部材に用いられてきたフッ素樹脂の１種または複数種を３０重量％未満、
好ましくは２０重量％未満、より好ましくは１０重量％未満の量で含有することができる
。また、耐熱性、トナー離型性、表面平滑性など、本発明の目的を損なわない限り、フッ
素樹脂以外の樹脂を含有することもできる。
【００７３】
　ＰＦＡとしては、独自に合成したものを使用することができるが、例えば、デュポン社
製の３５０－Ｊ、４５１ＨＰ－Ｊ、９５０ＨＰ－Ｐｌｕｓ、９５１ＨＰ－Ｐｌｕｓなどの
ＨＰシリーズ、ＰＦ－０５９などの各種市販品を使用することができる。
【００７４】
　ＰＦＡ層には、耐摩耗性と離型性を改善するために充填剤を配合してもよい。充填剤は
ＳｉＣ、ＳｉＯ２、ＢＮ、Ａｌ２ Ｏ３ 、ＴｉＮ、及びＣＦの群の中から選択した１種以
上を選択することができる。充填剤の粒径は、ＰＦＡ層の膜厚に応じて適宜決められる。
充填剤の配合量は、ＰＦＡ層の１～３０重量％、好ましくは１～１０重量％の範囲とすれ
ばよい。
【００７５】
　ＰＦＡ層の厚み（平均厚み）は、製造時の押出成形性、ゴムローラ上への被覆作業性、
耐久性、トナー離型性などを考慮して定めればよいが、通例、３～１００μｍ、好ましく
は５～８０μｍ、より好ましくは１０～５０μｍ、特に好ましくは１２～３０μｍの範囲
である。ＰＦＡ層の厚みが薄すぎると、ゴムローラ上への被覆作業性、耐久性、トナー離
型性などが不十分となりやすく、また、製造時の押出成形性にも劣る。ＰＦＡ層の厚みが
厚すぎると、定着ユニット用部材が、定着ローラまたは定着ベルトである場合、定着を行
うための加熱に要する消費電力が増える。５０μｍ以下の厚みを有するものであれば好都
合である。
【００７６】
６．ＰＦＡチューブ
　本発明で使用するＰＦＡチューブは、その内径が、プライマ層が形成されたゴムローラ
の外径以下のものである。換言すれば、使用するＰＦＡチューブの内径よりもゴムローラ
の外径が小さくないように、ゴム弾性層を形成することが必要である。ＰＦＡチューブの
内径が、ゴムローラの外径より大きいと、熱収縮性チューブを加熱収縮させても、プライ
マ層が形成されたゴムローラの外周面の上に密着することができず、ＰＦＡ層とゴム弾性
層との間に気泡が残留する。その結果、部分的な熱伝導の不良が生じて定着不良が生じる
。または、気泡が残留しないようにしごき操作を行う必要が生じ、製造工程が煩雑となる
。なお、ＰＦＡチューブの内径が、ゴムローラの外径と等しい場合には、操作条件の種々
のばらつきなどの結果、熱収縮性チューブを加熱収縮させても、プライマ層が形成された
ゴムローラの外周面の上に密着することができなくなるおそれがあるので、ＰＦＡチュー
ブの内径は、ゴムローラの外径より小さいものとすることが好ましい。
【００７７】
　ＰＦＡチューブの内径がゴムローラの外径より小さい場合、ＰＦＡチューブの内径とゴ
ムローラの外径との差は、ゴムローラの外径に対して、１２％以下の範囲であることが好
ましく、より好ましくは１～９％、特に好ましくは２～６％の範囲である。この差が大き
すぎると、熱収縮性チューブを加熱収縮させてゴムローラを被覆する際に、ＰＦＡチュー
ブの塑性変形が生じやすくなり、被覆作業性、定着ローラの耐久性、トナー離型性などが
低下する。他方、この径差が小さすぎると、ＰＦＡ層のゴムローラに対する押圧力が十分
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でなく、プライマ層が形成されたゴムローラとＰＦＡチューブとの密着性が低下すること
がある。プライマ層が形成されたゴムローラの外径が、例えば１２～４０ｍｍである場合
、ＰＦＡチューブの内径は、１１～３８ｍｍであることが好ましい。
【００７８】
　ＰＦＡチューブの厚みは、形成されるＰＦＡ層の厚み（平均厚み）とほぼ同じであり、
５～１００μｍ、好ましくは１０～３０μｍ、より好ましくは１０～２０μｍの範囲であ
る。ＰＦＡチューブの厚みが薄すぎると、プライマ層が形成されたゴムローラ上への被覆
作業性、耐久性、トナー離型性などが不十分となりやすく、また、製造時の押出成形性に
も劣る。ＰＦＡチューブの厚みが厚すぎると、定着ユニット用部材が、定着用ローラまた
は定着用ベルトである場合、定着を行うための加熱に要する消費電力が増える。
【００７９】
　なお、ＰＦＡチューブとしては、デュポン社製の３５０－Ｊ、４５１ＨＰ－Ｊ、９５０
ＨＰ－Ｐｌｕｓ、９５１ＨＰ－ＰｌｕｓなどのＨＰシリーズ、ＰＦ－０５９や、旭硝子株
式会社製８０２ＵＰなどの市販品を用いることもできる。
【００８０】
　ＰＦＡチューブの作成は、ＰＦＡを、環状ダイスを備えた押出成形機により、例えば３
８０～４４０℃、好ましくは４００～４４０℃でチューブ状に押出成形して行うことがで
きる。
【００８１】
７．熱収縮性チューブ
　本発明で使用する熱収縮性チューブとは、先に「６．ＰＦＡチューブ」で述べた、その
内径が、プライマ層が形成されたゴムローラの外径以下のものであるＰＦＡチューブを、
ゴムローラの外径を超える内径に拡径して成るものであって、かつ、熱収縮性を有するも
のである。
【００８２】
　熱収縮性チューブの作成は、先に述べたとおり、環状ダイスを備えた押出成形機により
、ＰＦＡを、例えば３８０～４４０℃、好ましくは４００～４４０℃でチューブ状に押出
成形して、プライマ層が形成されたゴムローラの外径以下の内径を有するＰＦＡチューブ
を製造した後に、得られたＰＦＡチューブを加熱しながら、ゴムローラの外径を超える内
径に拡径することにより行うことができる。ＰＦＡチューブを拡径する方法としては、特
に限定されず、例えば、押出成形後に、溶融温度以下に冷却したＰＦＡチューブを所定の
引取り速度で引き取りながら、その内部に常温または加温した空気を吹き込んで、縦方向
（押出方向）及び横方向（径方向）に二軸延伸させる方法を採用することができる。また
、ＰＦＡチューブを、その内径より大きな外径のマンドレル（必要に応じて加温してある
。）に被せて所定の引取り速度で引き取ることにより、拡径してもよい。
【００８３】
　熱収縮性チューブを作成する際のＰＦＡチューブの延伸倍率は、拡径前のＰＦＡチュー
ブの内径や厚み、ゴムローラの外径、熱収縮性チューブの熱収縮率、及び、熱収縮性チュ
ーブを加熱収縮させた後に残存させる内部応力などを勘案して、適宜選定することができ
る。
【００８４】
　したがって、ＰＦＡチューブの延伸倍率は、熱収縮前後の内径に関して所望される条件
に応じて適宜設定することができるが、内部歪みを残存させないためには、縦方向及び横
方向とも通常１．０１～２．０倍、好ましくは１．０３～１．７倍、より好ましくは１．
０５～１．５倍とすればよい。
【００８５】
　作成される熱収縮性チューブは、その内径が、ゴムローラの外径を超える大きさである
ことが必要であり、好ましくはゴムローラの外径の１．０１～１．６倍、より好ましくは
１．０３～１．４倍、より好ましくは１．０４～１．２倍である。熱収縮性チューブの内
径が小さすぎると、ゴムローラを挿入するのに支障があり、均一な厚みのＰＦＡ層を形成
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することができず、収縮後に気泡が残存することがある。熱収縮性チューブの内径が大き
すぎると、収縮が不足して、ＰＦＡ層とゴム弾性層が密着しなかったり、収縮が不均一と
なる結果、均一な厚みのＰＦＡ層を形成することができず、収縮後に気泡が残存したりす
ることがある。
【００８６】
　熱収縮性チューブの厚みは、加熱収縮した結果、形成されるＰＦＡ層の厚み（平均厚み
）が、所定の厚みとなるものであることから、２～８０μｍであり、好ましくは４～６０
μｍ、より好ましくは８～４０μｍの範囲である。熱収縮性チューブの熱収縮率は、加熱
収縮させて形成されるＰＦＡ層の厚み（平均厚み）が、所定の厚みとなるとともに、ゴム
弾性層との均一な押圧力を確保するために、５～３０％であることが好ましい。 
【００８７】
　熱収縮性チューブは、プライマ層が形成されたゴムローラを被覆して、加熱収縮した後
に、ゴムローラの端部に剥き出しとなる部分が生じないよう、ゴムローラの長さの、通常
１．０５～１．９倍、好ましくは１．０８～１．７倍の範囲の長さに切断される。
【００８８】
　熱収縮性チューブは、通例ゴムローラとの密着性を高めるために実施される内周面の粗
面化や表面改質を行う必要がないが、内周面の粗面化や表面改質を行ってもよい。例えば
、熱収縮性チューブの内周面を、周方向における算術平均粗さＲａが０．０５～０．５μ
ｍ、好ましくは０．１～０．４μｍの範囲としてもよい。Ｒａが０．０５μｍ以上である
ことにより、気泡の除去がより良好に行われ気泡発生に対する高い抑制効果を得ることが
できる。一方、０．５μｍ以下であることにより、粗面化された凹部における気泡の残存
を良好に防止することができる。なお、上記算術平均粗さＲａは、ＪＩＳ－Ｂ０６０１（
１９９４年）に規定の方法により測定することができる。また、熱収縮性チューブは、エ
ッチング処理やプラズマ処理などにより内周面を表面改質してもよい。このような表面改
質処理を行うことによって、熱収縮性チューブ内面の接着剤に対する密着性が高まり、ゴ
ム弾性層との接着性が向上する。熱収縮性チューブ内面の表面改質は、紫外線照射、電子
線照射、イオン照射、レーザー照射、コロナ放電などによって行うこともできる。なお、
熱収縮性チューブとしては、市販品を用いることもできる。
【００８９】
８．ゴムローラ被覆工程
　ゴムローラ被覆工程は、熱収縮性チューブの両端をチャック（図示せず）で把持し、ゴ
ムローラの軸芯に沿って移動し、プライマ層が形成されたゴムローラに熱収縮性チューブ
を被せる工程である。熱収縮性チューブは、ゴムローラの外径を超える内径に拡径されて
いるので、ゴムローラに接触することなく容易に被覆を行うことができる。
【００９０】
９．ＰＦＡ層形成工程
　ＰＦＡ層形成工程は、プライマ層が形成されたゴムローラを被覆した熱収縮性チューブ
を、該熱可塑性チューブに含有されるＰＦＡの結晶化温度以上の温度に加熱することによ
り、熱収縮させるとともに、該ゴムローラの外周面上にプライマ層を介して融着させてＰ
ＦＡ層を形成する工程である。
【００９１】
　すなわち、熱収縮性チューブを被せたゴムローラを、そのまま、または必要に応じ熱収
縮性チューブの両端をチャックで軽く把持した状態で、熱収縮性チューブに含有されるＰ
ＦＡの結晶化温度以上の温度に加熱することにより、該熱収縮性チューブを熱収縮させて
ゴムローラに密着させるとともに、溶融状態にある低融点フッ素樹脂によって、加熱軟化
状態にある熱収縮性チューブとゴムローラとを融着させて、定着ローラを得ることができ
る。プライマに含有される低融点フッ素樹脂の融点は、２９０℃程度であり、他方、熱収
縮性チューブに含有されるＰＦＡの結晶化温度は、２９０℃程度である。したがって、熱
収縮性チューブを被せたゴムローラを、熱収縮性チューブに含有されるＰＦＡの結晶化温
度以上に加熱すれば、低融点フッ素樹脂が溶融または十分に軟化する。また、この温度範
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囲において、熱収縮性チューブが加熱収縮することは当業者に明らかである。
【００９２】
　ＰＦＡチューブの本来の内径がゴムローラの外径以下であるため、熱収縮性チューブを
加熱収縮させて形成されたＰＦＡ層は、内部応力が完全に解放され、除去された状態とは
なっていない。したがって、熱収縮性チューブを加熱収縮して形成されたＰＦＡ層は、ゴ
ムローラを押圧した状態にあるので、熱収縮性チューブを加熱収縮させた後にしごいたり
、外方からゴムローラに押圧しなくても、ＰＦＡチューブとゴムローラとを密着させるこ
とができる。また、ＰＦＡチューブとゴムローラとの間に気泡が発生しにくく、仮に、気
泡が発生しても、熱収縮性チューブが加熱収縮する圧力によって、気泡が極めて細かく潰
れたり、外に放出されたりするので、定着ローラのゴムローラとＰＦＡ層との間に気泡が
残存することが少ない。
【００９３】
　加熱温度を、熱収縮性チューブに含有されるＰＦＡの融点より高くすると、熱収縮性チ
ューブに含有されるＰＦＡが溶融して、均一な収縮ができないことがあったり、ゴム弾性
層の熱劣化が生じたりすることがある。したがって、加熱温度は、熱収縮性チューブに含
有されるＰＦＡの結晶化温度以上であり、かつ、該ＰＦＡの融点未満の範囲の温度に加熱
することが好ましく、具体的には、２９０℃から３２０～３３０℃の範囲の温度、より好
ましくは２９０℃から３２０℃の範囲の温度とするとよい。
【００９４】
　また、加熱時間は、プライマに含まれる低融点フッ素樹脂、熱収縮性チューブに含有さ
れるＰＦＡ、熱収縮性チューブの厚み、拡径倍率などにより、適宜選定すればよいが、通
例５～１００分間、好ましくは１０～８０分間、より好ましくは２０～６０分間程度とす
ればよい。
【００９５】
　ＰＦＡ層形成工程のための加熱方法は、熱収縮性チューブを被せたゴムローラを、熱収
縮性チューブに含有されるＰＦＡの結晶化温度以上の所定温度に加熱することができる限
り、特に限定されないが、電熱や高周波を用いたオーブンでの加熱やホットプレートへの
押圧などが選択可能である。
【００９６】
　オーブンで加熱する場合は、熱収縮性チューブを被せたゴムローラは、不均一な加熱を
受けて熱収縮性チューブの収縮が不均一とならない限り、軸芯の方向を水平に配置しても
垂直に配置してもよいし、該ゴムローラを静置しても回転等の移動をさせてもよい。また
、ゴムローラ全体の温度の均一化を図るために、ＰＦＡ層形成工程においては、アルミニ
ウム等金属製の中芯を基材の中に装着した状態で加熱を行ってもよい。
【００９７】
　更に、ＰＦＡ層形成工程に先だって、熱収縮性チューブを被せたゴムローラを熱収縮性
チューブに含有されるＰＦＡの結晶化温度未満の温度に予備加熱する予備加熱工程を備え
ることにより、熱収縮性チューブの収縮をより均一なものとすることができる。アルミニ
ウム等金属製の中芯を基材の中に装着した状態で予備加熱を行ってもよい。予備加熱の温
度及び時間は、熱収縮性チューブに含有されるＰＦＡ、熱収縮性チューブの厚み、拡径倍
率、プライマに含まれる低融点フッ素樹脂の融点などにより、適宜選定すればよいが、通
例、１５０～２５０℃、好ましくは１７０～２３０℃、より好ましくは１８０～２２０℃
の範囲の温度とすればよく、また、５～１００分間、好ましくは１０～８０分間、より好
ましくは２０～６０分間程度の範囲の時間とすればよい。
【００９８】
１０．再加熱工程
　再加熱工程は、前記ＰＦＡ層形成工程で形成された定着ローラを、オーブン等の加熱装
置から取り出した後、該ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡの融点以上の温度に加熱して再加熱
を行う工程である。再加熱工程により、ＰＦＡ層形成工程において、熱収縮性チューブが
加熱収縮して形成されたＰＦＡ層は、軟化または部分的な溶融状態に戻され、ＰＦＡ層内
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に残存している内部応力の解放が行われる。ＰＦＡ層形成工程において、金属製の中芯を
装着していた場合は、中芯を装着したまま、再加熱工程を行ってもよいが、内部応力の解
放を確実に行うために、中芯を取り出してから、再加熱工程を実施することが好ましい。
【００９９】
　再加熱工程は、通例、ＰＦＡ層のＰＦＡの融点以上の温度に設定したオーブン中に、定
着ローラを配置して行うが、ＰＦＡ層形成工程で用いたオーブンの温度を変更して行うこ
ともできる。該ＰＦＡの融点より４０℃以上高い温度環境に配置して、定着ローラを加熱
して再加熱を行うと、配置時間の長さにも依存するが、ＰＦＡ層が溶融して流動してしま
うことがあるので、好ましくは該ＰＦＡの融点以上、かつ、ＰＦＡの融点＋３５℃未満の
温度範囲、より好ましくはＰＦＡの融点を超え、ＰＦＡの融点＋２５℃未満の温度範囲で
再加熱工程を実施するとよい。また、再加熱工程を実施する時間は、温度環境にも依存す
るが、ＰＦＡ層が軟化または部分的な溶融状態になることができるとともに、ＰＦＡ層が
溶融して流動してしまうことを避けるために、通例２～３０分間、好ましくは３～２０分
間、より好ましくは４～１５分間程度とするとよい。
【０１００】
１１．急冷工程
　再加熱工程が終了した定着ローラは、オーブンから取り出して、そのまま２０～４０℃
の温度または常温まで冷却させてもよいが、２００℃／分以上、好ましくは２２０℃／分
以上、より好ましくは２３０℃／分以上の速度で、２０～４０℃の温度または常温まで冷
却する急冷工程を設けることによって、再加熱工程において軟化し平滑となったＰＦＡ層
の表面状態が保持される結果、ＰＦＡ層の表面の平滑性と硬度を、更に高めることができ
る。
【０１０１】
　急冷工程を実施する方法は、ＰＦＡ層の表面温度を２００℃／分以上の速度で冷却する
ことができる限り、特に限定されるものではなく、ＰＦＡ層が形成された定着ローラのＰ
ＦＡ層を低温雰囲気に曝すことができればよい。例えば、冷蔵室や冷凍室に置く、低温の
溶剤に浸漬する、冷風を吹き付けるなどの方法がある。特に好ましい方法としては、ＰＦ
Ａ層に、１～２５℃、好ましくは３～２０℃、より好ましくは５～１５℃の冷風を、１５
～９０秒間、好ましくは２０～８０秒間、より好ましくは２５～７０秒間吹き付ける方法
がある。
【０１０２】
　冷却速度が２００℃／分未満であると、ゴム層の劣化が進みやすく、硬度が上昇したり
、強度が低下する懸念がある。なお、冷却速度が８００℃／分を超えるような急激な冷却
を行うと、ＰＦＡ層の表面の冷却が部分的に不均一となったり、結露が生じたりすること
があるので、８００℃／分以下、好ましくは７００℃／分以下、より好ましくは６００℃
／分以下の冷却速度で急冷工程を実施することが好ましい。
【実施例】
【０１０３】
　以下、定着ベルトを作成する実施例及び比較例を挙げて本発明を具体的に説明するが、
本発明は、これに限定されるものではない。
【０１０４】
　本発明における物性及び特性の測定方法は以下のとおりである。
【０１０５】
１．融点
　ＰＦＡチューブ及びプライマに含有されるＰＦＡの融点は、示差走査熱量計（Ｄｉａｍ
ｏｎｄ ＤＳＣ、株式会社パーキンエルマージャパン製）を用い、ＪＩＳ　Ｋ７１２１－
１９８７に準じ、試料０．０１ｇを、２０℃から４００℃まで１０℃／分の割合で昇温さ
せ、次いで４００℃から２０℃まで５０℃／分の割合で降温させた後、再度、温度２０℃
から４００℃まで１０℃／分の割合で昇温させることにより得られるＤＳＣ曲線の融解熱
のピークの頂点の温度を融点とした。
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【０１０６】
２．厚み
　ＰＦＡチューブ及び熱収縮性チューブの厚みの測定は、チューブを幅２００ｍｍのリン
グ状に切断し、市販のダイヤルゲージを用いて行った。
【０１０７】
３．気泡
　ＰＦＡ層とゴム弾性層との間に残存する気泡については、定着ローラの外周面から任意
に選択した軸方向に１０ｍｍ、周方向に２ｍｍの範囲を顕微鏡で観察して、気泡の径（長
径）と数を評価した。
【０１０８】
　評価基準は、以下のとおりである。
Ａ：範囲内に、径が０．５ｍｍを超える気泡が１０個以下
Ｂ：範囲内に、径が０．５ｍｍを超える気泡が１０個を超え、径が１ｍｍを超える気泡が
全くない
Ｃ：範囲内に、径が１ｍｍ以上の気泡が残存する
【０１０９】
　なお、径が０．５ｍｍ以下の気泡しか存在しない場合には、定着ベルトを長期間使用し
ても気泡の拡張がなく、接着不良部を増加させることがないので、良好な定着ベルトと判
断できる。他方、径が１ｍｍ以上の気泡が残存すると、定着ベルトを長期間使用すると、
気泡が拡張して、接着不良部を増加させるおそれが強い。
【０１１０】
４．割れ
　割れの測定は、作成した定着ベルトを、市販の電子写真複写機の定着ユニットに定着ス
リーブとして組み込み、定着温度を１９０℃に保持し、Ａ４判３０枚／分の印字速度で黒
色トナーを２０万枚連続印字した後、目視により、定着ベルトの内周面の割れの有無を観
察して、評価した。
【０１１１】
　割れ特性の評価基準は、以下のとおりである。
Ａ：２０万枚の連続印字後、両端部に亘る割れも部分的な割れが１本もない
Ｂ：両端部に亘る割れは１本もないが、軸方向の部分的な割れが１本以上ある
Ｃ：両端部に亘る割れが１本以上ある
【０１１２】
５．接着力
　接着力の測定は、定着ベルトの表面に、ゴム弾性層に届くように１ｃｍ幅の切込を入れ
て、ＰＦＡ層の一部を剥がし、その部分にプッシュプルゲージを付け、周方向に９０度で
剥離したときの強度（ｇｆ／ｃｍ）を測定して行った。ＰＦＡ層とゴム弾性体層との接着
力は、１１０ｇｆ／ｃｍ以上あることが必要であり、好ましくは１４０ｇｆ／ｃ以上、よ
り好ましくは１６０ｇｆ／ｃ以上である。
【０１１３】
６．マイクロ硬度
　マイクロ硬度の測定は、高分子計器株式会社製 マイクロ硬度計 ＭＤ－１のＡタイプを
使用し、測定はピークホールドモード及びホールド時間は１秒の条件で行った。
【０１１４】
　ＰＦＡ層の傷つきやすさはＰＦＡ層の材質や厚みによって異なるが、傷つきやすさはマ
イクロ硬度と高い相関がある。加圧ローラのＰＦＡ層が固い場合、被転写材やトナーと繰
り返し接することにより、ＰＦＡ層に無数の細かい傷がつく。本発明者らの鋭意検討の結
果、この細かい傷にトナー粒子が固着し、トナー汚れの起点となりうることは知られてい
るが、弾性層が同じであればＰＦＡ層の傷つきやすさがローラの汚れやすさをほぼ支配し
ていることを見出した。本発明の定着ベルトでは、ＰＦＡ層のマイクロ硬度が７０～９５
、好ましくは７４～９０、より好ましくは７８～８５である。
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【０１１５】
［実施例１及び対照例１］（熱収縮性チューブの径による効果）
　基材として、外径１８ｍｍ、肉厚３０μｍ、軸線方向の長さ２５０ｍｍのステンレス製
のベルトを用意した。
【０１１６】
　前記ステンレス製のベルトの内径にちょうど合う大きさのアルミニウム製の芯軸を、該
ベルトに挿入した。基材であるステンレス製のベルトに、三井・デュポンフロロケミカル
株式会社製:ＰＲ－９９０ＣＬをスプレーコーターで常温で厚さ２μｍに塗布してプライ
マ層形成処理を行った。次いで、基材の表面にシリコーンゴム（東レ・ダウコーニング株
式会社製、商品名ＳＥ６９２０）を塗布し、１７０℃で３０分間加熱してゴムを硬化させ
て、膜厚２５０μｍのゴム弾性層を形成して、ゴムローラを得た。ゴムローラの外径は、
１８．５ｍｍである。
【０１１７】
　該ゴムローラの外周面上に、低融点フッ素樹脂を含有するプライマとして、ＰＦＡを含
有する三井・デュポンフロロケミカル株式会社製:ＰＲ－９９０ＣＬを、スプレーコータ
ーで常温で塗布し、厚さ３μｍのプライマ層を形成した。なお、プライマ中のＰＦＡの融
点は２９０℃であった。
【０１１８】
　一方、ＰＦＡとして、デュポン社製４５１ＨＰ－Ｊ（融点３１０℃、結晶化温度２９０
℃）を使用して、環状ダイを備える押出成形機により、内径１７．５ｍｍ、肉厚１５μｍ
のＰＦＡチューブを４１５℃の温度で押出成形した。次いで、該ＰＦＡチューブ内に常温
の空気を吹き込み、縦方向（押出方向）に１．０８倍、横方向（径方向）に１．１２倍延
伸して、内径１９．３ｍｍに拡径して熱収縮性チューブを得た。拡径後の熱収縮性チュー
ブの肉厚は１３．５μｍであった。
【０１１９】
　該熱収縮性チューブを３５０ｍｍの長さに切断し、熱収縮性チューブの両端に、それぞ
れ４個のチャックを取り付け、常温下で、前記プライマ層を形成したゴムローラを挿入し
た。熱収縮性チューブの内径がゴムローラの外径よりも大きいため、スムーズに挿入する
ことができた。
【０１２０】
　この熱収縮性チューブを被せたゴムローラを、２００℃の温度に設定した電熱オーブン
中で、３０分間予備加熱した。次いで、該ゴムローラを、３０５℃の温度に設定した電熱
オーブンに入れて、３０分間保持し、熱収縮性チューブを収縮させると同時に、プライマ
中のＰＦＡを溶融させて、熱収縮性チューブをゴムローラに融着させ、定着ローラを形成
した。熱収縮率は、４．１％であった。
【０１２１】
　定着ローラを、オーブンから取り出した後、直ちに、ＰＦＡチューブの余長部分をカッ
トし、基材から中芯を抜き出し、３４０℃の温度に保持してある電熱オーブンに投入し、
７分間保持して再加熱を行った。
【０１２２】
　電熱オーブンから取り出した定着ベルトの両端を支持して、ブロアから、１０℃の冷風
を軸方向に７０秒間吹き付けて急冷した。冷却した定着ベルトを直ちに取り出した。定着
ベルトの表面温度は、３０℃であった。定着ベルトに形成されたＰＦＡ層の厚みは、約１
４．５μｍであった。
【０１２３】
　取り出した定着ベルトの表面を観察して、気泡の有無を調べた。また、この定着ベルト
を定着ユニットに組み込んで、割れの発生の有無を調べた。
【０１２４】
　対照例１として、再加熱工程を行わなかったことを除いて、実施例１と同じ操作を行っ
て定着ローラを得た。この定着ベルトを用いて、前記した気泡及び割れに関する特性を評
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価した。
【０１２５】
　実施例１及び対照例１についての結果を表１に示す。
【０１２６】
［実施例２、３、比較例１、２、及び対照例２～５］（熱収縮性チューブの径による効果
）
　表１のように、ＰＦＡチューブの内径を、実施例１の１７．５ｍｍに替えて、１８．０
、１８．５、１９．０及び１９．５ｍｍに変更し、それぞれ拡径倍率１．１倍に拡径して
熱収縮性チューブを得たこと以外は、実施例１と同じ操作を行って、実施例２、３及び比
較例１、２の定着ベルトを得た。また、対照例２～５として、それぞれ、再加熱工程を行
わなかったことを除いて、実施例２、３と比較例１、２と同じ操作を行って定着ベルトを
得た。これらの定着ベルトを用いて、前記した気泡及び割れに関する特性を評価した。実
施例２、３と比較例１、２及び対照例２～５についての結果を表１に示す。
【０１２７】

【表１】

【０１２８】
　実施例１～３から、ＰＦＡチューブの内径がゴムローラの外径以下の大きさであり、再
加熱工程を行うと、得られた定着ローラに気泡が、全くまたはほとんど残留することがな
く、また、長期間使用しても軸方向の割れが生じないことが分かる。なお、ＰＦＡチュー
ブの内径がゴムローラの外径と等しい実施例３では、僅かに気泡が観察されたが、画像形
成には支障がなく、また、長期間使用しても、画像形成には影響がなく、軸方向の割れも
生じなかった。
【０１２９】
　これに対して、比較例１、２のように、ＰＦＡチューブの内径がゴムローラの外径より
大きいと、熱収縮性チューブを加熱収縮しても、ゴムローラとの密着が十分でなく、得ら
れた定着ローラに気泡が残留してしまう。
【０１３０】
　また、対照例１、２のように、ＰＦＡチューブの内径がゴムローラの外径未満の大きさ
であっても、再加熱工程を行わない場合は、長期間使用すると軸方向の割れが生じてしま
う。更に、ＰＦＡチューブの内径がゴムローラの外径と等しい対照例３では、長期間使用
すると僅かに軸方向の割れがあり、また僅かにあった気泡の影響で、ＰＦＡ層の浮きが認
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【０１３１】
［実施例４及び対照例８］（融着温度の効果）
　ＰＦＡ層形成工程において、熱収縮性チューブをゴムローラに融着させるために使用す
るオーブンの温度を３０５℃から２９０℃に変更したこと以外は、実施例２と同じ操作を
行って、実施例４の加熱による熱処理を行った定着ベルトを得た。対照例８として、加熱
による熱処理を行わなかった以外は、実施例４と同じ操作を行って、定着ベルトを得た。
【０１３２】
　これらの定着ベルトを用いて接着力とマイクロ硬度を測定した結果を表２に示す。
【０１３３】
［実施例５～１０、比較例３、４、及び対照例６、７及び９～１４］
　ＰＦＡ層形成工程において使用するオーブンの温度を、２９０℃から、それぞれ表２に
示す温度に変更したこと以外は、実施例４と同じ操作を行って、実施例５～１０、比較例
３、４の再加熱工程を行った定着ベルトを得た。また、対照例６、７及び９～１４として
、再加熱工程を行わなかったことを除いて、それぞれ、実施例５～１０、比較例３、４と
同じ操作を行って定着ベルトを得た。これらの定着ベルトを用いて、前記した接着力とマ
イクロ硬度に関する特性を評価した。
【０１３４】
　実施例５～１０、比較例３、４、及び対照例６、７及び９～１４についての結果を表２
に示す。
【０１３５】
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【表２】

【０１３６】
　表２の結果から、実施例４～１０の定着ベルトでは、ＰＦＡ層形成工程を、熱可塑性チ
ューブに含有されるＰＦＡの結晶化温度（２９０℃）以上の温度で行うことでＰＦＡ層と
ゴム弾性層との接着力が優れていることが分かる。また、再加熱工程を行った実施例４～
１０の定着ベルトと再加熱工程を行わない対照例８～１４の定着ベルトとを対比すると、
再加熱工程によるマイクロ硬度の変化が１程度であることから、再加熱工程が定着性能に
対して悪影響を及ぼすものではないことが分かる。
【０１３７】
　特に実施例４～７では、ＰＦＡ層形成工程を、ＰＦＡ層を形成するＰＦＡの融点（３１
０℃）未満の温度で行うことによって、２５０ｇｆ／ｃｍ以上の大きな接着力を有すると
ともに、かつ、マイクロ硬度が８２以下であることからトナーによる圧迫に追随できるた
め、トナー汚れの防止機能を高いものとすることができるので好ましい。
【０１３８】
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　これに対して、比較例３及び４の定着ベルトでは、ＰＦＡ層形成工程を、熱収縮性チュ
ーブに含有されるＰＦＡの結晶化温度未満の温度で行ったため、ＰＦＡ層とゴム弾性層と
の接着力が全くなく、実用に耐えないものであることが分かった。なお、対照例６及び７
の定着ベルトは、それぞれ比較例３及び４の定着ベルトに再加熱工程を行ったものであり
、ＰＦＡ層に含有されるＰＦＡ及びプライマ層に含有される低融点フッ素樹脂が溶融する
結果、若干の接着力が生じているが、実用には不十分である。
【産業上の利用可能性】
【０１３９】
　本発明の定着ユニット用部材の製造方法によれば、離型性、耐摩耗性、定着性などが良
好であるとともに、特に、耐久性に優れた定着ローラ等の定着ユニット用部材を製造する
ことができる。本発明の定着ユニット用部材の製造方法によれば、ＰＦＡ層とゴム弾性層
ローラとの間に気泡が発生せず、かつ、ＰＦＡ層に残存する内部応力が解放される結果、
長時間の使用によっても軸方向の割れが生じることがない定着ユニット用部材を製造する
ことができる。
【符号の説明】
【０１４０】
　１　　定着ローラ
　２　　基材
　３　　ゴム弾性層
　４　　プライマ層
　５　　ＰＦＡ層
　２１ 　定着ベルト
　２２ 　加熱手段
　２３ 　未定着トナー像
　２４ 　被転写材
　２５ 　定着トナー像
　２６ 　加圧ベルト
　２７ 　棒状の加圧ローラ
　３１ 　定着ベルト
　３２ 　加熱手段
　３３ 　未定着トナー像
　３４ 　被転写材
　３５ 　定着トナー像
　３６ 　加圧ローラ
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